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１．農業生産活動における環境負荷の低減
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現状分析
・化石燃料・化学農薬・化学肥料の不適切な使用等による気候変動や生物多
様性への影響の懸念から、これら地球規模課題への取組みが世界の潮流となっ
ており、我が国では2021年に「みどりの食料システム戦略」を策定し、環境と調和
のとれた持続可能な食料システムの実現に向けた取組を推進してきたところ。

・2022年に施行された「みどりの食料システム法」に基づき環境負荷低減に取り組
む認定農業者は全国で17,000経営体以上（全国88万経営体の2％程度）、
地域ぐるみで環境負荷低減の取組を行う特定区域は16道県の30区域まで拡
大している。

○気候変動対策の推進
・地球温暖化対策計画では、農業分野で温室効果ガスを2030年度に2013年
度比で1,134万トン（CO2相当）削減することとしており、2022年度実績は
729万トン削減（進捗率64％）となっている。

・燃料燃焼によるCO2排出削減に向け、補助事業に省エネ転換枠を設けることで
省エネ設備・機器等の導入が進捗したこと等により、2022年には、施設園芸で
は加温面積に占めるハイブリッド型施設等の割合が10.7%、高精度作業によ
り燃料や肥料の投入量を削減する自動操舵システムの普及率が6.1%、電動
草刈機の普及率が19.6%となっている（いずれも2030年目標は50％）。

・パリ協定が掲げる目標の達成や2030年までの世界全体のメタン排出量３割削
減（2020年比）を目標とするグローバルメタンプレッジに適切に貢献していく必
要がある。我が国でも、二国間クレジット制度を活用した温室効果ガス削減に向
けた協力に着手。

【図１-１ 農業分野の温室効果ガスの削減量】
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資料：地球温暖化対策推進本部資料等に基づき農林水産省算出
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【図１-２ 加温面積に占めるハイブリッド型
園芸施設等の割合】

【図１-３ 担い手の自動操舵システム・
電動草刈機の普及率】
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資料：農林水産省調べに基づき算出資料：園芸用施設の設置等の状況（農林水産省調べ）
に基づき算出

617 
670 674 696 700 710 715 692 

729 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

基
準
年
（

20
13
年
度
）
と比

較
した

削
減
量
（
万

t-
CO

2換
算
）

（万t-CO2削減量）

（年度）



（１） 農業生産活動における環境負荷の低減

4

○化学農薬・化学肥料等の資材の使用量低減
・化学農薬使用量は、農薬使用低減技術の地域の栽培暦等への反映や、リスク
の低い農薬への切替等により、2022農薬年度は基準値（2019農薬年度）
から約4.7％低減（2030年度目標：10％、進捗率47％）している。また、
2023年度には全都道府県で総合防除計画を策定した。

・化学肥料使用量は、原料の輸入依存を低減するため堆肥や下水汚泥資源等
の国内資源の利用拡大とともに、局所施肥技術やリモートセンシングデータを活
用した施肥低減技術の導入、土壌診断に基づく適正施肥等の取組の拡大等に
より、2022年は基準年（2016年）から約11％低減（2030年目標：
20％、進捗率55％）している。

・生物多様性条約第15回締約国会議（2022年）で採択された「昆明・モント
リオール生物多様性枠組」において、生物多様性への脅威を減らす行動として、
環境中に流出する過剰な栄養素の半減、農薬や有害性の高い化学物質によ
るリスクの半減などが示されたところ。

・このほか、プラスチック汚染に関する法的拘束力のある国際文書（条約）の
2024年末までの合意を目指し交渉中であるが、プラスチックは、農業用フィルム
や肥料袋、農薬容器、被覆肥料等に広く使用されており、2022年度の農業由
来廃プラスチックの年間総排出量は87,097ｔで、70％がリサイクルされている。

（リスク換算値）
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【図１-４ 化学農薬使用量（リスク換算）の推移】

【図１-５ 化学肥料使用量の推移】

現状分析（続き）
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○有機農業の推進
・有機農業の取組面積は年々増加しており、特に2022年度はみどりの食料シス
テム戦略の策定や、みどり交付金による支援が始まったことにより、約3,700ha
増加し、3万haまで拡大（2030年度目標：6.3万ha、進捗率48％）して
いる。

・我が国の有機食品市場は、2017年の1,850億円から、2022年には2,240億
円に拡大している。また、 市町村が中心となり、有機農業の生産から消費まで一
貫して取り組む「オーガニックビレッジ」は、2024年時点で129市町村まで拡大し
ている。
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         農地面積は農業環境対策課による推計により農林水産省算出
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【図１-６ 有機農業の取組面積の推移】

【図１-８ オーガニックビレッジ取組市町村数】

【図１-７ 国内有機食品の市場規模（推計値）】
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○バイオマスの利用拡大
・2022年にバイオマス活用推進基本計画を改定し、バイオマス産業都市の構築
を推進（2023年度末までに103市町村を選定）するとともに、バイオマスプラ
ントの導入やバイオ燃料製造に係る支援等により、2021年度のバイオマスの利
用率は約76％（2030年目標：80％、進捗率95％）となっている。

・バイオマスの用途のうち、持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）については、「航空脱
炭素化推進基本方針」における「2030年に本邦航空運送事業者による燃料
使用量の10％をＳＡＦに置き換える」目標の達成に向けて取り組む必要がある。

○再生可能エネルギーの利用拡大
・農山漁村再生可能エネルギー法の基本方針では2023年度の農山漁村におけ
る再生可能エネルギーの経済規模600億円を目標としていたが、相談窓口の設
置や営農型太陽光発電のモデル的取組支援などにより、2023年度の実績は
774億円と目標を達成している。

・他方、太陽光発電のFIT調達価格は9.2～12円/kWhまで下落しているほか、
出力制御エリアは全国に拡大しており、足元の出力制御量は増加傾向。

現状分析（続き）

【図１-11 農山漁村における
再生可能エネルギーの経済規模】
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【図１-12 太陽光発電の
FIT調達価格の推移】

【図１-10 バイオマスの利用率】
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【図１-９ バイオマス産業都市の認定件数】
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○気候変動対策の推進
・2030年度の農業分野全体での温室効果ガス削減量（2013年度比）は、現在までのトレンドで推移すれば810万トン程度と試算（2030年度目標（1134万
トン））。

○化学農薬・化学肥料等の使用量低減
・2030年度の化学農薬の使用量低減（2019年度比）は、2019農薬年度と2022農薬年度の実績から推計すると15％程度と試算（2030年度目標（10％
低減）、2050年度目標（50％低減））。

・2030年の化学肥料の使用量低減（2016年比）は、現在までのトレンドで推移すれば17％程度と試算（2030年目標（20％低減）、2050年目標（30％
低減）。

○有機農業の推進
・2030年度の有機農業の面積は、現在までのトレンドで推移すれば4.1万ha程度と試算（2030年度目標（6.3万ha）、2050年度目標（100万ha））。

○バイオマスの利用推進
・2030年度のバイオマスの利用率は、近年は伸びが鈍化しており、現状（2021年度実績）から1％増の77％程度に留まると試算（2030年度目標（80％））。

○再生可能エネルギーの利用推進
・再生可能エネルギーについては、太陽光発電のFIT調達価格の大幅な下落により、今後はこれまでのような売電収入は見込まれない。

５年後（令和12年）のすう勢

（１） 農業生産活動における環境負荷の低減
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○気候変動対策の推進
・2050年までのカーボンニュートラル実現に向けて、農業分野・畜産業における
温室効果ガスの排出削減対策・吸収源対策を各分野で着実に進める必要
がある。

・農業機械に関し、小型農機では実用化された電化技術は一部にとどまるた
め、更なる開発や導入支援が必要、大型農機では電化・水素化技術等の
導入が課題である。

・園芸施設に関し、ヒートポンプなどの省エネ機器等は導入コストが高く、効果
的な使い方の普及が必要であるほか、その他再生可能エネルギーの代替技
術では加温の不安定性等が課題となっている。

・燃料燃焼以外で温室効果ガスの排出量が多い水稲栽培や畜産を中心に排
出削減対策を進めるとともに、農地土壌での吸収源対策を進める必要があ
る。

・気候変動の影響が顕在化する中で、温室効果ガスの削減のみならず、温暖
化に適応するための取組の推進が課題である。

・気候変動に関する国際的な動きが活発化する中で国際ルールメーキングや
国際協力にも参画する必要がある。

克服すべき課題 検討の視点
○気候変動対策の推進
・農林水産省地球温暖化対策計画に基づき、農業機械の電化やハイブリッ
ド型園芸施設への移行、農地や畜産に由来する温室効果ガス排出削減、
農地土壌炭素貯留等をJ-クレジット制度等も活用しつつ、着実に進めるこ
とが必要ではないか。

・農業機械については、自動操舵システムや電動草刈機等の導入支援を図
るとともに、小型農機の電化機種の拡大に向けた技術開発・実証や、大型
農機での電化・水素化技術の利用拡大等に向けて、他産業で開発・実用
化された技術の応用検討を推進することが必要ではないか。

・園芸施設については、省エネ機器・省エネ型施設の導入支援に加え、ハイ
ブリッド型施設モデルの作成、優良事例の横展開等を行うとともに、ゼロエ
ミッション型園芸施設実現に向けた技術開発・実証が必要ではないか。

・水稲栽培の中干し期間の延長、土壌診断や局所施肥等を通じた過剰施
肥の抑制、家畜排せつ物の管理方法の変更や温室効果ガスの排出量を
抑制する飼料などの開発・利用等を進めることで農地や畜産に由来する温
室効果ガスの排出削減を進めるとともに、堆肥や緑肥、バイオ炭の施用等
の土づくりを推進して土壌炭素貯留を進めることが必要でないか。

・気候変動による被害を回避・軽減するため、農林水産省気候変動適応計
画に基づき、生産安定技術や高温耐性品種の開発、品種や品目の転換を
含めた対応技術の開発・普及等が必要ではないか。

・国際環境交渉では、みどりの食料システム戦略をアジアモンスーン地域の持
続的な食料システムのモデルとして提唱し、ルールメーキングに参画するととも
に、日ASEANみどり協力プランの下で二国間クレジット制度等による協力を
推進することが必要ではないか。

（１） 農業生産活動における環境負荷の低減
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○化学農薬・化学肥料等の資材の使用量低減
・化学農薬の使用低減については、リスクの低い農薬や技術の開発等には時
間がかかることから、開発等の推進と併せて、既存技術の活用を図っていく必
要がある。

・化学肥料の原料の輸入依存を低減していく観点から国内資源の肥料利用
を推進するとともに、環境負荷低減や持続可能な窒素管理の観点からも化
学肥料の更なる低減を図る必要がある。

・「昆明・モントリオール生物多様性枠組」以降、生物多様性の損失を止め、反
転させるネイチャーポジティブの実現に向けた動きが世界的に進む中、国内対
策に加え、国際ルールメーキングに参画する必要がある。

・海洋プラスチックごみ問題への国際的な関心が高まる中、国内での対策を進
める必要がある。

○化学農薬・化学肥料等の使用量低減
・化学農薬については、総合防除体系や農薬使用を低減させるスマート農
業技術等の産地導入支援、総合防除の実践指標の策定推進、有機農
業の面的拡大、化学農薬の使用量低減技術や病害虫抵抗性品種等の
開発、天敵等の新規資材の審査等を推進することが必要ではないか。

・化学肥料については、AI等を活用した土壌診断の高度化等による施肥の
効率化や、国内資源を利用した堆肥化・ペレット化施設の整備や関係者
間での取組方針の共有、化学肥料低減に資するスマート農業技術の開
発・普及等を推進することが必要ではないか。

・農林水産省生物多様性戦略に基づき、生物多様性保全を重視した農業
や技術開発を進めるとともに、国際環境交渉では、みどりの食料システム戦
略をアジアモンスーン地域の持続的な食料システムのモデルとして提唱し、
ルールメーキングに参画することが必要ではないか。

・プラスチックごみによる汚染を防止するため、廃プラスチックの適正処理体制の
強化、生分解性プラスチック資材やプラスチック代替資材の利用拡大、プラス
チック被覆肥料の代替技術の開発・普及等を推進することが必要ではないか。

（１） 農業生産活動における環境負荷の低減
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克服すべき課題（続き） 検討の視点（続き）



○有機農業の推進
・有機農業の拡大に向けては、移行期の単収が低く不安定である等、農業者
が踏み切りにくいことが課題となっている。

・取組を点から面に広げていくために、地域ぐるみで有機農業に取り組む産地
を拡大していくことが課題となっている。

・有機農業技術の体系化や指導体制が不十分。また、省力化等に資する有
機農業技術の更なる研究開発が課題となっている。

・販路確保のためには、消費者の理解醸成に加え、消費地との連携の拡大や、
輸出の拡大を図ることが課題となっている。

・麦や大豆等の加工原料は輸入への依存度が高く、国産有機原料の生産・
取扱いの拡大が課題となっている。

○有機農業の推進
・環境保全型農業直接支払交付金において、2025年度から、単収が低く
不安定な移行期の重点支援を図ることが必要でないか。

・有機農業の推進拠点となる地域（オーガニックビレッジ）を拡大するととも
に、みどりの食料システム法に基づく有機農業のモデル区域の設定を推進す
ることが必要でないか。

・現場の実践技術を体系化し、広域的な技術の普及に向けた指導体制の
構築を推進するとともに、除草作業の省力化・効率化に資する機械除草体
系の確立等、次世代の有機農業技術の研究開発を推進することが必要で
ないか。

・学校給食での有機農産物の活用、産地と消費地が連携した取組の拡大
を図るとともに、輸出についても産地や事業者の取組を後押しすることが必
要でないか。

・国産原料を使用した有機加工品の開発等、加工メーカーと産地が連携し
た取組を後押しすることが必要でないか。

（１） 農業生産活動における環境負荷の低減
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克服すべき課題（続き） 検討の視点（続き）



○バイオマスの利用拡大
・持続的に発展する経済社会や循環経済の実現に向け、地域資源の最大限
の活用を図るべく、地域特性に応じたバイオマスの総合的な利用を推進する
必要がある。

○再生可能エネルギーの利用拡大
・FIT/FIPのみに依存しない再生可能エネルギーの農山漁村地域への導入推
進や先進技術の導入が課題となっている。

・営農型太陽光発電の導入については、優良農地の確保等の観点等から事
業規律の強化が求められている。

○バイオマスの利用拡大
・「バイオマス活用推進基本計画」に基づき、バイオマス産業都市の取組の推
進や、地産地消型バイオマスプラントの施設整備等により、地域特性に応
じてエネルギーやマテリアルとしての利用を進め、循環経済の実現に向けた
取組を推進することが必要ではないか。

・燃料利用については、バイオ燃料法による農林漁業者とバイオ燃料製造事
業者の連携の促進や、資源作物の栽培実証等を進めるとともに、SAFにつ
いては、関係省庁と連携して国産原料による製造や廃食用油の回収方法
等の検討を進めることが必要ではないか。

○再生可能エネルギーの利用拡大
・農山漁村の再生可能エネルギーを地域の農林漁業関連施設等で活用す
る地産地消の取組のモデルの構築や普及を図るとともに、次世代型太陽電
池（ペロブスカイト）等の導入効果の検証などを行うことが必要ではないか。

・営農型太陽光発電については、地域活性化に配慮しつつ、適切な営農が
確保される形での導入を推進することが必要ではないか。

（１） 農業生産活動における環境負荷の低減
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克服すべき課題（続き） 検討の視点（続き）



○環境負荷低減の取組の加速化
・環境負荷低減に取り組む者の拡大が必要であり、これまでに創出したモデ
ル的取組を面的な普及につなげることが課題。

・食料システムの関係者全員で環境負荷低減に取り組むため、農林水産省の
全事業で環境負荷低減の取組を義務化する「クロスコンプライアンス（みど
りチェック）」について、2027年度に本格実施することとしているが、実効性
の確保や負担軽減に配慮した制度設計が課題となっている。

・みどりチェックの取組よりも更に進んだ環境負荷低減を図る持続的な生産体
系への転換には、生産コストの増加、収量の不安定化、労力の増大、販路
確保が困難であること等の課題がある。

○みどりの食料システム法による支援
・みどりの食料システム法の事業計画認定等を通じた農業者や関連事業者
への支援を進めるとともに、モデル的取組を普及させるための体制整備等が
必要でないか。また、みどりの食料システム法認定農業者のネットワークを
構築し、農業者間での取組の普及を図ることが必要でないか。

○クロスコンプライアンスの本格実施
・みどりチェックについて、これまでの事業申請時のチェックシートの提出に加え、
2025年度から事業実施後の報告及び確認の試行実施を行い、実施体
制を整備した上で、2027年度からの本格実施につなげることが必要ではな
いか。

○新たな環境直接支払交付金の創設
・多面的機能支払交付金について、地域ぐるみの活動により環境負荷低減
の取組を推進していく観点から、新たな仕組みを導入するとともに、2027年
度を目標に創設する新たな環境直接支払交付金については、以下の点を
考慮しつつ検討することが必要ではないか。

ア）現行の環境保全型農業直接支払交付金を見直し、みどりの食料システ
ム法認定農業者が先進的な環境負荷低減の取組を行う場合に、導入リ
スク等に応じた仕組みとすること。

イ）支援対象となる環境負荷低減の取組及び支援水準は、その普及状況
や技術開発等に応じて定期的に見直しを行うこと。

（１） 農業生産活動における環境負荷の低減
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克服すべき課題（続き） 検討の視点（続き）



２．食品産業・消費における環境負荷の低減
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現状分析
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【図２-２ 事業系食品ロス量】

【図２-１ 持続可能性に配慮した輸入原材料の調達に取り組む
食品企業の割合】

・食品産業については、環境等に配慮して生産された原材料の調達、食品ロス
削減、資源循環等、持続可能性に関する議論が国内外で進展しているところ、
具体的な状況としては以下のとおり。

○食品産業における環境問題等への関心の高まり
・近年、欧米を中心に環境負荷低減等に関する国際的なルール形成が進んで
おり、企業評価やESG投資等の重要な判断基準となりつつある。
・特に食品企業における持続可能性に配慮した輸入原材料の調達に取り組
む企業の割合については、2022年で38.6%（2030年度目標：100％）
となっている。国においては、パーム油やカカオ豆について、海外事例調査、優
良な取組を行う食品製造事業者の表彰、専門家派遣等の原料生産国と連
携した取組を実施。

○食品ロスの削減
・事業系食品ロスについては、2022年度における事業系食品ロス量は236
万トンとなっており、食品リサイクル法の基本方針における目標（273万ト
ン）を達成したが、まだ200万トンを上回る食品ロスが発生しており、その削減
に向けた取組を引き続き推進する必要。特に発生抑制という観点では、３分
の１ルール（賞味期限の１/３までに小売に納品しなければならない商慣習
上の期限）をはじめとする商慣習の見直しを行っているところ。

○プラスチック資源循環への対応
・我が国プラスチック容器包装全体の排出見込量に占めるリサイクル率は、
2016年以降４割強で横ばいとなっている。
・この点、国内の食品産業におけるプラスチック資源循環への対応については、
「プラスチックに係る資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するための
基本的な方針」に基づき、3R＋Renewableの取組を推進しているところ。
・また、プラスチック汚染に関する法的拘束力のある国際文書（条約）の2024
年末までの合意を目指し交渉中であるほか、EUは、域内の包装全般の廃棄
物の削減等を図る包装及び包装廃棄物規則を今年中に採択見込みであり、
今後リサイクル基準等に関する細則を定めて実施する予定。

資料：食品リサイクル法に基づく定期報告、
食品循環資源の再生利用等実態調査
及び食品廃棄物等の可食部・不可食部調査
（農林水産省調べ）に基づき算出

資料：農林水産省調べ（上場食品企業のＩＲ資料等に基づき算出）

【図２-３ プラスチック容器包装（PETボトルは除く）
排出見込み量に占めるリサイクル率】

資料：プラスチック容器包装リサイクル推進協議会調べ
注：本グラフにはサーマルリサイクルを含む
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資料：「食育に関する意識調査」（農林水産省、2020~2023年）を基に作成

【図２-４ 環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民の割合】

6.9%減

15資料：「食料・農業・農村の役割に関する世論調査」（内閣府、2023年）を基に農林水産省作成

問 環境に配慮した生産手法によって生産さ
れた農作物を実際に購入したことがありま
すか。(n=2,875)

問 環境に配慮した生産手法によって生産された
農産物の購入について、購入したことがない、
または、今後購入しない理由は何ですか。
（n=1,736）（○はいくつでも）
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無回答
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0 20 40 60

種類が少なく、欲しいもの
がないため

目につきやすいところに商
品が陳列されていないため

近くの店で取り扱いがない
ため

買いやすい価格でないため
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【図２-５ 環境に配慮した農産物に対する消費者の意識】

○環境負荷低減の取組に対する消費者の意識
・農林水産省調査によれば、環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶと回答した
国民の割合は、2020年と2023年を比較すると、6.9％減少している。

・内閣府調査によれば、環境に配慮して生産された農産物を購入したい消費者は
いるものの、「どれが環境に配慮した農産物かわからないため」購入できていない状
況が示唆された。

現状分析（続き）

物かどうかわからないため



現状分析（続き）
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【図２-６ 環境負荷低減の取組の
見える化（みえるらべる）】

対象品目：23品目
販売店舗等578か所

（2024年９月末時点）

その他３件
（１％）水産業１件

農業
35件

（14％）

森林管理
155件
（63％）

食品産業
30件（12％）

木材産業
24件

（10％）

合計
248件(100％)

農林水産分野
248件
（38％）

農林水産分野以外
399件
（62％ ）

合計
647件(100％)

【図２-７ J-クレジット制度のプロジェクト登録件数】

注：農業分野の35件は農業者等が実施するプロジェクト件数を集計したもの
うち10件が省エネ・再エネ方法論による取組、25件が農業分野の方法論に基づく取組（2024年８月時点）

資料：農林水産省調べ

○食料システム全体での環境負荷低減の取組の推進
・食料システムの各段階の関係者の参画と連携を促す「あふの環プロジェクト」や、
若い世代の環境に配慮した取組を表彰する「みどり戦略学生チャレンジ」、環境
負荷低減の取組をラベル表示（愛称：みえるらべる）する「見える化」の取組、
J-クレジットの取組等を推進してきた。



５年後（令和12年）のすう勢
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○食品産業における環境問題等への関心の高まり
・特に持続可能性に配慮した輸入原材料調達については、2021年度から2022年度にかけての微増傾向に加え、持続可能性に関する国際的な意識の高まりや
ルール形成により今後とも増加が見込まれる。

○食品ロスの削減
・食品ロス削減の新たな目標については、現在、食料・農業・農村政策審議会食料産業部会・食品リサイクル小委員会において検討しているところであるが、更なる
事業系食品ロスの削減が求められるところ。

○プラスチック資源循環への対応
・プラスチック容器包装全体の排出見込量に占めるリサイクル率は2016年以降伸び悩んでおり、今後もこの傾向が続くものと考えられる。

○環境負荷低減の取組に対する消費者の意識
・「環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶと回答した国民の割合」は近年低下傾向にある一方で、本年３月に本格実施が始まった環境負荷低減の取組の「見え
る化」の拡大等を通じて、消費者理解が深まることが期待される。



○食品産業における環境問題等への関心の高まり
・環境負荷低減等に対する意識が国際的に高まる中、こうした配慮に欠ける事
業活動には、取引先からの取引停止や資金調達への支障を生じるおそれが
ある。

・特に持続可能性に配慮した輸入原材料調達については、従前から、コストが
割高かつ短期的には直接的な売上向上につながりにくいことが課題。

○食品ロスの削減
・事業系食品ロスに向けては、発生抑制の取組と、それを進めてもなお発生す
る未利用食品の有効活用の取組を図ることが必要。

○プラスチック資源循環への対応
・プラスチック条約や欧州等での包装・包装廃棄物規則における生産・利用・リ
サイクルのルール化の動きに対応する形で、国内の食品産業による資源循環
の取組を一層促進することが必要。

克服すべき課題 検討の視点
○食品産業における環境負荷低減等の促進
・製造工程における脱炭素化や環境負荷低減等に資する技術の導入等を
行う取組を促進することが必要ではないか（再掲（10/2企画部会））。

・鉄道・船舶輸送をはじめ、多様な輸送モードを活用したモーダルシフト等の
推進が必要ではないか。（再掲（10/2企画部会））

・環境等の課題について、国際的なルール形成に積極的に参画するとともに、
官民が連携して取組の拡大を図っていくことが必要ではないか。

・特に持続的可能性に配慮した輸入原材料調達については、消費者への啓
発により、環境等の持続可能性に配慮した原材料が使用された食品の需
要拡大を図るとともに、セミナーの開催や優良事例の横展開等により、企業
の取組を後押しすることが必要ではないか。

○食品ロスの削減
・事業系食品ロスについては、
①発生抑制の取組に向けて、納品期限の緩和、賞味期限の延長、賞味
期限表示の大括り化などの商慣習の見直し徹底等を進めるとともに、

②食品事業者による未利用食品の有効活用等に向けて、食料寄附の取
組内容の見える化や、食品企業側の負担軽減を目的とした物流事業者
等関連事業者と連携した仕組みの構築等が必要ではないか。

○プラスチック資源循環への対応
・国際的なプラスチック容器包装に係る規制を調査・分析し、関係業界に情
報提供するとともに、官民で協調しながら、規制に対応し、かつ、品質保持
機能等を有する代替素材を用いた食品容器包装の開発・実装の推進が必
要ではないか。

（２） 食品産業・消費における環境負荷の低減
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○環境負荷低減の取組の見える化の推進
・環境負荷低減の取組の「見える化」（みえるらべる）については、対象品目
が限られていることや取組の負担軽減が課題となっている。

○加工食品のカーボンフットプリントの取組推進
・加工食品共通のカーボンフットプリント算定に関するルールが存在しないこと
が課題となっている。

○J-クレジットの取組の拡大
・Ｊ-クレジット制度については、対象となる取組（方法論）が限られているこ
とや登録等の手続きの負担軽減が課題となっている。

○食料システムの関係者の理解浸透の推進
・食料システムにおける環境負荷低減の取組についての理解浸透を図る必要
がある。

克服すべき課題（続き） 検討の視点（続き）

○環境負荷低減の取組の見える化の推進
・優良事例の情報発信等を図るとともに、畜産物や花きなどの更なる対象品
目の拡大に向けた検討や、デジタル化による算定や検証がしやすい仕組み
の構築が必要ではないか。

○加工食品のカーボンフットプリントの取組推進
・加工食品のカーボンフットプリントの算定に資するよう、官民で業界の自主算
定ルールの検討を進めることが必要ではないか。

○J-クレジットの取組の拡大
・農業者を取りまとめてクレジット化の手続や販売等を行う事業者の取組の
推進や、プロジェクト登録・クレジット認証の審査の円滑化等を進めるととも
に、新たな方法論の追加に向けた検討が必要ではないか。

○関係者の理解浸透の推進
・「あふの環プロジェクト」や「みどり戦略学生チャレンジ」等を通じて取組への
参画者の拡大を図ることが必要ではないか。

（２） 食品産業・消費における環境負荷の低減
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３．多面的機能の発揮
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現状分析
〇 多面的機能について
・農村で継続的に農業生産活動が適切に行われることにより、国土の保全、水源
の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成などの多面的機能が発揮されて
いる。

〇 多面的機能への国民理解
・多面的機能は、地域住民はもとより、国民全体がその効用を享受しているもので
あり、また、国民生活と国民経済の安定に重要な役割を果たしており、その意義
について国民理解を促進し、農業政策の推進に理解・協力を得ることが重要で
ある。

・日本学術会議の答申「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的
な機能の評価について」（平成13年）では、「農業、農村には食料を供給する
役割のほかに、地域社会を形成・維持する役割と、環境（地球環境・地域環
境）に貢献する役割が存する」ものとされ、多面的機能の重要性が示されている。

・国民理解の促進のため、これまでも各地域の「多面的機能維持・増進の活動事
例」を収集し、ホームページにおいて情報発信を行うとともに、農業関連イベント等
におけるパンフレット配布やパネル展示を行ってきたところである。令和４年度の
「農業・農村の多面的機能に関する意識・意向アンケート調査」（農林水産
省）によると、「農業・農村の有する多面的機能の認知度」は２割程度に止まる。
また、「多面的機能の中で、特に重要だと思う役割」として、「洪水防止機能」と
回答した割合が41％、次いで「生物生態系保全機能」が18％、「土砂崩壊防
止機能」が17％となっている一方、「重要だと思うものはない」と回答した割合は
22％となっており、多面的機能の意義について、更なる周知を図っていくことが
重要である。

（３） 多面的機能の発揮
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機能の種類 評価額
洪水防止機能 3兆4,988億円／年
河川流況安定機能 1兆4,633億円／年
地下水かん養機能 537億円／年
土壌侵食〔流出〕防止機能 3,318億円／年
土砂崩壊防止機能 4,782億円／年
有機性廃棄物分解機能 123億円／年
気候緩和機能 87億円／年
保健休養・やすらぎ機能 2兆3,758億円／年

資料：「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価につ
いて（答申）」（日本学術会議、平成13年11月）、「地球環境・人間生活に
かかわる農業及び森林の多面的な機能の評価に関する調査研究報告書」
（（株）三菱総合研究所、平成13年11月）を基に作成

資料：「農業・農村の多面的機能に関する意識・意向アンケート調査」（農林水産省、令和５年２月）を基に作成

資料：「農山漁村に関する世論調査」（内閣府、平成26年６月）、
「農業・農村の多面的機能及び棚田に関する意向調査」（農林水
産省、令和元年10月）、「農業・農村の多面的機能に関する意
識・意向アンケート調査」（農林水産省、令和５年２月）を基に
作成

【図３-２ 多面的機能の認知度】【図３-１ 農業の多面的機能の貨幣評価】

【図３-３ 多面的機能の中で特に重要だと思う役割】



（３） 多面的機能の発揮
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○ 農業の有する多面的機能の発揮のための日本型直接支払
・多面的機能は、農業生産活動が継続的に行われることにより発揮されている。
農業生産活動の継続のために、地域共同で行う地域資源の保全活動支援、中
山間地域の農業生産条件不利補正、環境負荷低減の取組支援を行う日本型
直接支払を実施している。

・多面的機能支払交付金は、地域共同で行う、地域資源の適切な保全管理の
推進を通じ、農業・農村の有する多面的機能の適切な維持・発揮を促す目的で
実施。近年、認定農用地面積は、230万ha程度で推移している。

・中山間地域等直接支払交付金は、中山間地域等における農業生産条件の不
利を補正し、農業生産活動の継続を図ることを通じ、多面的機能の維持・発揮
に貢献。近年、協定農用地面積は、65万ha程度で推移している。

・環境保全型農業直接支払交付金は、農業生産に由来する環境負荷を低減す
る取組と合わせて行う地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い農
業生産活動を支援することを通じ、多面的機能の維持・発揮に貢献。近年、実
施面積は８万ha程度で推移している。

現状分析（続き）

資料：「令和５年度多面的機能
支払交付金の実施状況」（農林
水産省）を基に作成
注：R5実績には、石川県の数値
を含んでいない。

資料：「令和５年度中山間地
域等直接支払交付金の実施状
況」（農林水産省）等を基に作
成

【図３-４ 多面的機能支払交付金の認定農用地面積】

【図３-５ 中山間地域等直接支払交付金の協定農用地面積】

【図３-６ 環境保全型農業直接支払交付金の実施面積】

資料：「令和５年度環境保全型農
業直接支払交付金の実施状況」
（農林水産省）を基に作成
注：H27～H29実績は複数取組
面積を含む。



○ 日本型直接支払により多面的機能が発揮される農用地面積
・多面的機能支払交付金の認定農用地面積は、平成27年の218万haから
令和４年の232万haまで増加傾向にあるが、人口減少・高齢化により活動
参加者が減少する見込みであることを踏まえれば、今後は減少することが見
込まれる。

・中山間地域等直接支払交付金の協定農用地面積は、第４期対策及び第
５期対策で比較すると、比較可能な各対策期の初年度である平成27年の
65.4万haが令和２年には64.1万haと減少傾向にあり、人口減少・高齢化
により共同活動の継続が困難な集落協定が増加していることを踏まえれば、
今後も減少することが見込まれる。

５年後（令和12年）のすう勢

（３） 多面的機能の発揮
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資料：「令和５年度多面的機能支払交付金の実施状況」農林水産省）を基に作成
注：R5実績には、石川県の数値を含んでいない。

資料：「令和５年度中山間地域等直接支払交付金の実施状況」（農林水産省）等を基に作成

【図３-７ 多面的機能支払交付金の認定農用地面積】

【図３-８ 中山間地域等直接支払交付金の協定農用地面積】



〇 多面的機能の認知度
・政策において多面的機能が真に重要な意味を持つためには、多面的機能に
ついて広く国民の理解を得ることが必要である。一方で、外部経済効果として
発揮される多面的機能は、その価値が一般的にわかりにくい側面がある。

〇 日本型直接支払の在り方
・人口減少が進み、集落の総戸数が９戸以下になると集落活動の取組が急
激に低下し、水路の草刈りや泥上げ等の共同活動の継続が困難となり、農
業生産活動の継続、ひいては多面的機能の発揮に支障を及ぼすことが懸念
される。

・多面的機能支払交付金については、人口減少や高齢化により活動参加者
が減少し、地域の共同活動の継続が懸念される。

・中山間地域等直接支払交付金については、高齢化による協定参加者の減
少等により、活動の継続が困難な協定の増加や協定の廃止が懸念される。
くわえて、小規模な集落協定ほど、廃止の意向を示す協定数の割合が高い。

・多面的機能は、環境への負荷の低減が図られつつ、発揮されなければならな
いが、地球温暖化防止や生物多様性保全に繋がる長期中干しや冬期湛水
等の取組について、地域ぐるみで行う水管理調整が必要になることから、取
組の十分な拡大が図りにくい状況にある。

〇 多面的機能の認知度
・農業の多面的機能に係る国民理解促進を加速するため、パンフレット配布、
イベントでのパネル展示、小学校での教育などの更なる情報発信を通じて、多
面的機能の国民への理解の促進を図ることが必要ではないか。

〇 日本型直接支払の在り方

・多面的機能支払交付金について、活動組織の更なる体制強化に向け、広
域化を図りつつ、県・市町村等の支援により外部団体等とのマッチング、多
様な組織や非農業者の参画等を推進すべきではないか。また、広域化を進め
ることで、集落の人員不足を補うために複数の集落で草刈りや水路の泥上げ
等の活動を行う体制づくりを推進することが必要ではないか。

・中山間地域等直接支払交付金について、共同活動を継続できる仕組みを
構築するため、集落協定のネットワーク化や多様な組織等が活動への参画
が可能な体制づくりを進めることが必要ではないか。

・これまで環境保全型農業直接支払交付金で支援してきた長期中干しや冬
期湛水等の取組について、地域ぐるみの活動により環境負荷低減の取組を
推進していく観点から、今後は多面的機能支払交付金で支援するなど、新た
な仕組みの導入を検討すべきではないか。

（３） 多面的機能の発揮
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克服すべき課題 検討の視点



基本計画の策定に向けた検討の視点
（農村の振興）

令 和 ６ 年 1 0 月

資料３



現状分析
農村においては、都市に先駆けて人口減少・高齢化が進行しており、食料の安
定供給への支障が懸念されている。

〇 人口増減の要因
・過疎地域では、平成21年度以降、社会減より自然減が上回っている状況。農
村内の非農業者を含めて大幅に減少しており、農村への移住等だけでは農村の
地域社会の維持が困難な状況となっている。

・このような状況の中、特定の地域に継続的に多様な形で関わり、地域の社会課
題解決や魅力向上に貢献する「関係人口」の創出・拡大について、政府全体で
議論されている。

〇 農業集落の小規模化の進行
・人口減少に伴い、農業集落内の戸数が減少。集落の総戸数が９戸以下となる
と、集落機能が低下し、これまで農業者が共同で行ってきた農業⽣産活動と一
体不可分な農地法面の草刈りや水路の泥上げ等の共同活動が停滞し、農業
⽣産活動に影響することが懸念される。

・農業集落に占める農業者の割合は低下してきており、混住化が大きく進展して
いる。

農村の振興

1

自然減が社会減を上回る

資料：総務省「過疎対策の現況」（2020年度版）
注１：過疎地域とは、下記の①、②又は③の区域に該当するもの（人口減少率、高齢化率、若年者比率、財政力指数を指標としている）。

①過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（以下「持続的発展法」という。）第２条第１項に規定する市町村又は第41
            条第１項により過疎地域とみなされる市町村の区域

②持続的発展法第３条第１項若しくは第２項又は第42条第２項（同条第３項の規定により準用する場合を含む）の規定により
            過疎地域とみなされる区域

③持続的発展法第42条の規定により過疎地域とみなされる市町村の区域
注２：データの取得ができない一部過疎地域を含まない。

【図１ 過疎地域における人口減（社会減と自然減）の推移】
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【図３ １農業集落当たりの農家率】
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資料：農林水産省「農林業センサス」

資料：農林水産政策研究所「日本農業・農村構造の展開過程-2015年農林業センサスの総合分析-」（平成30（2018）年12月公表）
を基に農林水産省作成

【図２ 集落活動の実施率と総戸数の関係】
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現状分析（続き）
〇 農村における所得と雇用機会（付加価値の創出状況）
・地域の農業者等が、農産物等の加工・直売や観光農園、農家レストランの経営
等を行う６次産業化の加工・直売の市場規模は、近年、約2.3兆円で推移して
いる。

・農泊地域における国内延べ宿泊者数（令和４年度）は約595万人泊で、１
地域当たりの宿泊者数はコロナ前の90%。また、インバウンド延べ宿泊者数（令
和４年度）は約15万人泊で、１地域当たりの宿泊者数はコロナ前の34%。さ
らに、農泊地域の１泊当たりの平均宿泊費（令和４年度）は約12,127円で
あり、観光旅行全体の14,069円に比べて安価となっている。

・農福連携の取組主体数は、４年間で3,062件増加し、令和５年度時点で
7,179件となっている。

農村の振興

2

177.3

338.2

551.5

388.6
447.4

595.4

12.9

27.9

37.6

1.9
0.9

15.4

190.3

366.1

589.2

390.6
448.3

610.8

0

100

200

300

400

500

600

700

H29年度
(206地域)

H30年度
(352地域)

R元年度
(515地域)

R２年度
(554地域)

R３年度
(599地域)

R４年度
(621地域)

（万人泊）

国内延べ宿泊者数 インバウンド延べ宿泊者数

【図５ 農泊地域の年間延べ宿泊者数の推移】

資料：農林水産省「農泊地域における令和４年度実績調査」
注：農泊地域とは、農山漁村振興交付金による農泊推進の支援に採択され、農泊に取り組んでいる地域

【図４ ６次産業化（加工・直売分野）の市場規模の推移】

資料：農林水産省「６次産業化総合調査」
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現状分析（続き）
〇 農村の生活環境
・老年人口の割合の高い集落では、買い物がしづらくなるなど生活の利便性が低
い傾向にある。

・地域で暮らす人々が中心となって地域運営組織（RMO）を形成し、祭り等の
イベントの実施や、地域の美化・清掃活動など集落機能を維持する取組が各地
で行われているが、そのうち、農業・農村に関する活動を行っているRMOは少数
に止まっている。
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【図６ 地域運営組織の主な活動】

資料：総務省「地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査研究事業報告書」（令和６年）

⽣活環境
農業集落における老齢人口の割合

50%未満 50%以上

市区町村役場まで15分未満 72.5% 47.5%

警察・交番まで15分未満 83.5% 58.3%

病院・診療所まで15分未満 74.9% 48.0%

小学校まで15分未満 44.8% 33.7%

公民館まで15分未満 85.3% 61.9%

スーパー・コンビニまで15分未満 80.3% 42.0%

【表１ 老齢人口の割合と生活環境へのアクセス】

資料：農林水産省「地域の農業を見て・知って・活かすDB」より国勢調査（平成27年）、 農林業センサス農山
         村地域調査（2015年）のデータを基に農林水産省農村計画課にて集計

注：農林業センサス農山村地域調査（2015年）において、⽣活施設別データのある137,537集落を対象とし、
     「高齢化率50%以上の集落」17,886集落、「高齢化率50%未満の集落」119,651を分けて集計



〇 鳥獣被害対策とジビエ利用
・シカやイノシシ、サル等の野生鳥獣による農作物被害額（令和４年度）は、
156億円。また、鳥獣被害は営農意欲の減退をもたらし耕作放棄や離農の要
因になるなど、被害額に表れる以上に農山村に深刻な影響を及ぼしている。

・また、被害防止のために捕獲した捕獲鳥獣を地域資源として有効利用するジビ
エ利用の取組は、外食や小売、学校給食、ペットフード等の様々な分野において
ジビエ利用の取組が広がっており、ジビエ利用量（令和５年度）は2,729トン。
このうちペットフード向けは866トンとなっている。
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資料：農林水産省「全国の野⽣鳥獣による農作物被害について」
注：ラウンドの関係で合計が一致しない場合がある

【図８ ジビエ利用量の推移】

資料：農林水産省「野⽣鳥獣資源利用実態調査」
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【図７ 農作物被害額の推移】
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・農村において人口減少・高齢化が進行している中、農業地域類型別の農村
人口は、平成27年を100とした場合、令和12年に、山間農業地域で70、
中間農業地域で79、平地農業地域で86まで減少することが予測される。

・農村における人口減少・高齢化の進行により、農村における⽣産年齢人口も
減少すると考えられることから、労働⽣産性（就業者１人当たり付加価
値）が現状のままに留まる場合、農村地域において創出される付加価値額
は現状より減少することが予測される。

５年後（令和12年）のすう勢

農村内部の人口を可能な限り維持するともに、農村外部の多様な人材に
農業・農村に関わってもらうこと（農村関係人口の拡大）が重要であり、
雇用機会の確保などの「経済面」の取組と、買い物支援などの「生活面」の
取組の推進が必要である。

○ 「経済面」の取組
・６次産業化の取組は、近年頭打ちとなっており、農林水産物に限らない多様
な地域資源の活用や農業者以外の多様な主体の参画が必要である。
その際、地域の経済を活性化するためには、地元の住民・事業者の積極的
な参画も必要である。

・他方、農泊については、コロナ禍からの回復や、平均宿泊費が観光旅行全
体に比べて安価に留まっている。

・農福連携については、取組の更なる拡大に向けた仕組みづくりと認知度の向
上、障害者のみならず社会的に支援が必要な人の農業を通じた社会参画
の実現が重要である。
・地元の様々な業種の事業者が農村に目を向け、農業に関連した事業を開始
するなど、農業の担い手以外も含めた多様な人々を農村に呼び込み、所得
の向上と雇用機会の創出を図ることが必要である。

克服すべき課題
農村関係人口を創出し、農村に呼び込むためには、所得の向上と雇用機会
の確保のための「経済面」の取組と、⽣活の利便性を確保するための「生活面」
の取組の更なる充実を図ることが必要である。

○ 「経済面」の取組
・農村における付加価値を創出するため、農泊や農福連携など、農村の地域資
源をフル活用し他分野と連携する取組を更に推進することにより、付加価値の
ある内発型の新事業を創出することが必要ではないか。特に地域がより一層
裨益するよう、地元の若者や事業者が域内で起業・事業展開をすることを後
押しすることが必要ではないか。
・農泊については、観光庁等と連携しつつ、地域内の関係者を包含した実施体
制を構築し、インバウンドを含む旅行者の農山漁村への誘客促進や、宿泊
単価の向上（高付加価値化）に資する取組の推進が必要ではないか。
・農福連携については、地域単位での推進体制づくり、ノウフクの日（11月29
日）等による企業・消費者も巻き込んだ取組の意義や効果の理解促進、ユ
ニバーサル農園の拡大等の推進が必要ではないか。
・地元の建設事業者やIT事業者等による農業支援サービスの提供をはじめとし
た農外事業者の農業への参画等を促進することにより、これまで農業・農村に
関わりを持っていなかった他分野の事業者が、農業農村分野で新規事業を展
開する素地を創り、所得と雇用機会の創出を図ることが必要ではないか。
・市街化区域以外の地域における滞在型市民農園など、関係人口の創出・拡
大に寄与する市民農園の整備の促進が必要ではないか。
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注：2025年以降の⽣産年齢人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域
     別将来推計人口」、総務省「国勢調査」をもとに推計

【図９ 農村人口の将来予測】 【図10 農村における生産年齢人口の将来予測】
（万人）

資料：農林水産政策研究所「農村地域人口と農業集落の将来予測」
注１：国勢調査の組替集計による。なお、令和２年以降（点線部分）はコーホート分析による推計値
注２：農業地域類型は平成12年度時点の市町村を基準とし、平成19年４月改定のコードを用いて集計
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検討の視点



○ 「生活面」の取組
・⽣活の利便性が低いと、更なる高齢化・人口減少につながり、集落存続の危
機が深まるため、日々の⽣活に必要な生活環境（買い物、医療、教育等へ
のアクセスや、高齢者見守り等福祉サービスなど）の改善が重要である。
・特に中山間地域では、人口減少等により、農業⽣産活動のみならず地域の
共同活動の継続についても懸念されているほか、地域資源の保全や⽣活など
集落維持に必要な機能が弱体化しており、その補完が必要である。

○ 民間企業や関係省庁との連携を通じた経済面・生活面の取組
・各地域における経済面・⽣活面の課題解決には、農業者だけではなく、外部
（他産業・他地域）企業を巻き込んで対応することが不可欠である。
他方で、企業側では、課題解決に有効なソリューションを有していても、自治
体や現場との折衝が難航して有効活用できていない。地域（市町村）側で
は、地域課題の深掘りを十分に行えていない。
・集落機能の維持が困難になった場合においても、地域農業を継続していくこと
が必要である。
・関係省庁間の連携を強化し、地域の実情に応じたきめ細やかな対応が必要
である。

○ 地域の共同活動
・草刈りや泥上げ等の地域の共同活動については、活動参加者の減少や高齢
化による組織の弱体化が懸念されることから、活動の継続に向けた体制整備
が必要である。
・また、組織の役員や事務担当者の高齢化・後継者不足等が進む中、事務が
負担となる組織が増えている。

○ 「生活面」の取組
・地域内外の農業者と非農業者が連携して農用地の保全、地域資源の活用、
⽣活支援などに取り組む農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）の形成が必
要。特に中山間地域等の小規模集落向けに、農村ＲＭＯの立上げや活動
充実の後押しと、市町村・都道府県・関係府省と連携したサポート体制の構
築を推進することが必要ではないか。

○ 民間企業や関係省庁との連携を通じた経済面・生活面の取組
・民間企業や農村を含めた地域振興に係る関係省庁と連携し、官民共創の仕
組みを活用した地域内外の民間企業の参画促進や地域と企業のマッチング
等を行う必要があるのではないか。また、農外企業人材のマルチワークによる農
業への参画を推進してはどうか。
・関係省庁との連携のもと、地域おこし協力隊の農業への従事や農村ＲＭＯ
への参画、特定地域づくり事業協同組合制度による農村ＲＭＯや農業等へ
の人材派遣、二地域居住の普及・定着による農村への人の呼び込み、通いに
よる農業への参画・コミュニティ維持などの取組の推進が必要ではないか。

○ 地域の共同活動
・中山間地域等直接支払については、共同活動が継続できる仕組みを構築す
るため、集落協定のネットワーク化や多様な組織等が活動への参画が可能
な体制づくりを進めることが必要ではないか。
・多面的機能支払については、活動組織の更なる体制強化に向け、広域化を
図りつつ、県・市町村等の支援により外部団体等とのマッチング、多様な組織
や非農業者の参画等を推進すべきではないか。また、広域化を進めることで、
集落の人員不足を補うために複数の集落で草刈りや水路の泥上げ等の活動
を行う体制づくりを推進することが必要ではないか。
・また、中山間地域等直接支払と多面的機能支払の両支払に取り組む地域に
おける事務局の一元化等、事務の効率化を推進することが必要ではないか。
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克服すべき課題（続き） 検討の視点（続き）



○ 鳥獣被害対策とジビエ利用
・捕獲従事者の高齢化による捕獲体制の弱体化や、効果的な対策を地域で
企画・実施できる人材の不足により、鳥獣被害対策が十分に実施できていな
い地域が見られる。

・捕獲は市町村域で行うことが中心で広範囲に移動する鳥獣に対応できてい
ないことや、防護柵は個々のほ場を囲むものが多く、地域として適切に管理す
ることが難しくなっていることへの対応が必要である。

・捕獲鳥獣のジビエ利用の更なる拡大に向けて、捕獲時及びペットフードの原
材料としての加工処理時の衛生管理等に係る関係者の知識・技術の高度
化や新たな需要開拓等が必要である。

○ 鳥獣被害対策とジビエ利用
・ICT等を活用した遠隔監視や捕獲データの収集・分析により、見回り作業の
省力化や、捕獲可能性の高い地点の特定など効果的かつ効率的な捕獲対
策を推進することが必要ではないか。また、これらの対策の企画を担う高度な
人材の育成が必要ではないか。

・県・市町村が連携し、広域的な捕獲活動を推進することが必要ではないか。
また、防護柵の集落単位での設置を進め、地域全体で適切に維持管理する
ことが必要ではないか。

・ジビエ利用拡大については、衛⽣管理の知識等を有するジビエハンターの育
成、ペットフードも含む製造時の衛生管理技術の向上、観光と組み合わせる
等の新たな需要喚起といった捕獲から消費の各段階で対策を重点的に講ず
ることが必要ではないか。
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克服すべき課題（続き） 検討の視点（続き）
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